
カット紙メールシーラー賃貸借仕様書 

 

１ 目的 

  本仕様書は、カット紙メールシーラーの調達仕様を定めるものである。 

 

２ 設置場所及び導入台数 

  久留米市役所５階入出力室 １台 

 

３ 納入時期 

令和７年７月３１日（木）までに設置のこと 

 

４ 機器仕様について  

用紙サイズ A4 

紙質 ・ドライシーリング用紙：上質 70kg～135kg 

・POSTEX用紙：128S、130S相当（V折）77W相当（控え紙付）、107W、109W

相当（Wピール） 

処理速度 ・Z折り封書…120通/分前後 

・C折り封書…120通/分前後 

・A4縦型 POSTEX…220通/分前後 

・A4横型 POSTEX…220通/分前後 

・A4控紙付三つ折り POSTEX…120通/分前後 

メモリー機能 ・登録可能件数…100件以上 

・登録内容…処理名称、用紙形態、スリット位置、折り位置、圧着ロールギャッ

プ値、処理速度、プリセットカウンター、プリセット再起動時間、圧着モード 

ホッパー（給紙） 高さ 220mm以上 

スタッカー（排紙） 280mm以上又はコンベア式で 500枚程度 

機能 手差し処理、１枚処理、用紙終了時自動停止、処理枚数カウンター、自動電源 OFF

機能、ジャム検出、各部セットミス検出、プリセットカウンター 

安全装置 カバー開放検出、各モーター部過負荷検知、ブレーカー、圧着モーターロック検

出、圧着ロール自動開放 

  （想定機種） ・（株）ジェイエスキューブ PRESSLE COREⅡ 

         ・デュプロ（株）PS-515 

 

５ 契約方法及び契約期間 

  契約は、令和７年８月１日から令和１２年７月３１日までの賃貸借契約とする。 

  ただし、次年度以降において当市の歳入歳出予算の金額について減額又は削除があった場合、当市はこ

の契約を解除することができる。 

また、売主指定のリース会社を介し、当市、リース会社、及び売主の三社契約形態をとることも可とす

る。 

 



６ 賃貸借料金 

（１）賃貸借料の支払いは、「月」単位とし、当月分の請求書を受理した日から３０日以内に支払うもの

とする。契約期間に 1月未満の端数がある場合は、賃借料月額に基づき日割り計算とする。 

  （２）賃貸借料には、賃貸借、保守に係る費用を含むものとする。 

 

７ 機器の搬入及び調整 

納入物件は、貴社の責任において、令和７年７月３１日までに当市の指定する場所へ搬入・設置し、令

和７年８月１日から稼動可能な状態にすること。 

搬入機器に対して現場で行うべき設定等以外は終えた状態で搬入すること。作業時間は、原則８時３０

分から１７時１５分までとするが、搬入日程を含め当市と調整のうえ決定すること。 

なお、搬入費用及び契約終了後の搬出費用については貴社の負担とする。 

 

８ 保守管理について 

  全ての機器が常に良好な状態で使用できるように、原則として次のとおり機器の保守を行うこと。 

  （１）機器保全のための点検、調整および清掃を行うこと。 

（２）故障や不具合等機器に異常が発生した場合は、賃借人の要請により、賃貸人の保守要員を派遣し

て修理等に着手し、速やかに正常な状態に回復させること。故障または劣化部品代・交換手数科・出

張費等及び修理のための搬入、搬出費等は全て賃貸人の負担で行うものとする。 

（３）保守の実施については、原則として賃貸人の営業時間に行うものとするが、やむを得ない事情に

より営業時間外に保守を行ってもらう場合がある。 

（４）機器のトラブルが多発し、業務に重大な支障を来たす場合には、契約を解除することがある。 

   （５）機器導入後に賃借人からの要請により、機器の設置箇所毎に無償で操作説明を行うこと。 

  （６）賃貸借期間中継続して、賃貸人を被保険者とする動産総合保険契約を締結するものとし、その費 

用を負担すること。 

 

９ 暴力団排除に関する事項 

賃貸人は、契約の履行に当たって、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）暴力団からの不当要求を受けた場合は、毅然として拒否し、その旨を速やかに賃借人に報告する

とともに、所管の警察署に届出を行い、捜査上必要な協力を行うこと。 

  （２）暴力団等から不当要求による被害又は履行妨害を受けた場合は、その旨を速やかに賃借人に報告

するとともに、所管の警察署に被害届けを提出すること。 

（３）排除対策を講じたにもかかわらず、履行に遅れが生じるおそれがある場合は、速やかに賃借人と

履行に関する協議を行うこと。 

 

１０ その他 

（１）当該契約の確定は、契約書に双方がともに押印するとともに、落札者が誓約書に押印したときと

する。 

（２）機器の搬入・搬出及び保守の際に知り得た業務上の秘密は第三者に漏洩しないこと。 

 

以上 


